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 広報　　　　　－おおず－ 2006　12 月号

9 月議会

市
長
職
務
代
理
者
の
議
案
提
案

市
長
職
務
代
理
者
の
議
案
提
案

内
容
（
要
旨
）

内
容
（
要
旨
）

　

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
効
率
化
を
目
指

し
た
国
と
地
方
の
税
財
政
改
革
（
三

位
一
体
改
革
）
が
進
め
ら
れ
て
い
ま

す
が
、
地
方
に
お
い
て
は
大
き
く
影

響
が
及
ん
だ
と
こ
ろ
で
す
。

　

景
気
動
向
で
は
、
日
銀
が
「
緩
や

か
に
拡
大
し
て
い
る
」
と
表
現
し
、

２
０
０
６
年
度
の
経
済
財
政
白
書
で

は
、
長
く
苦
し
ん
だ
デ
フ
レ
か
ら

の
脱
却
が
近
い
と
評
価
し
て
い
ま
す

が
、
地
方
を
取
り
巻
く
環
境
は
、
依

然
と
し
て
厳
し
い
状
況
に
変
わ
り
は

な
く
、
今
後
と
も
積
極
的
な
経
費

節
減
に
努
め
、
健
全
財
政
の
維
持

を
図
っ
て
い
き
た
い
と
考
え
て
い
ま

す
。本

庁
舎
内
を
禁
煙
に

本
庁
舎
内
を
禁
煙
に

　

現
在
、
市
役
所
本
庁
舎
の
一
角
に

喫
煙
コ
ー
ナ
ー
を
設
け
て
分
煙
の
措

置
を
と
っ
て
い
ま
す
が
、
受
動
喫
煙

防
止
を
徹
底
す
る
た
め
屋
外
に
喫
煙

コ
ー
ナ
ー
を
設
置
す
る
こ
と
に
な
り

ま
し
た
。

　

大
洲
市
議
会
第
３
回
定
例
会
が
、
９
月
20
日
か
ら
10
月
４
日
ま
で
の
15
日

間
の
会
期
で
開
か
れ
ま
し
た
。

　

今
回
の
議
会
で
は
、
平
成
18
年
度
大
洲
市
一
般
会
計
補
正
予
算
な
ど
の
予

算
関
係
５
件
、
大
洲
市
立
大
洲
学
園
条
例
の
制
定
な
ど
の
条
例
関
係
７
件
、

公
平
委
員
会
委
員
の
選
任
な
ど
の
人
事
案
件
２
件
、
大
洲
市
総
合
計
画
基
本

構
想
な
ど
の
そ
の
他
４
件
の
あ
わ
せ
て
18
議
案
が
い
ず
れ
も
原
案
の
と
お
り

可
決
、
承
認
さ
れ
た
ほ
か
、
請
願
３
件
が
審
議
さ
れ
ま
し
た
。

新
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
向
け
て

新
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に
向
け
て

　

昨
年
度
、
介
護
保
険
法
が
改
正
さ

れ
、
予
防
重
視
型
シ
ス
テ
ム
へ
転
換

が
図
ら
れ
ま
し
た
が
、
今
年
４
月
か

ら
新
た
な
制
度
へ
移
行
す
る
こ
と
に

な
り
、
新
し
い
サ
ー
ビ
ス
体
系
の
も

と
、
円
滑
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
を
図
る

こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

障
害
者
福
祉
に
つ
い
て
は
、
障
害

者
自
立
支
援
法
が
今
年
４
月
か
ら
施

行
さ
れ
て
お
り
、
新
サ
ー
ビ
ス
体
系

へ
の
移
行
は
お
お
む
ね
10
月
か
ら
実

施
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
お
り
、
制

度
の
対
象
者
の
皆
さ
ん
へ
の
自
立
支

援
の
た
め
の
サ
ー
ビ
ス
提
供
に
支
障

が
な
い
よ
う
予
算
措
置
し
ま
す
。

　

児
童
福
祉
に
つ
い
て
は
、
平
成
18

年
４
月
１
日
よ
り
児
童
手
当
制
度
が

改
正
さ
れ
、
支
給
対
象
年
齢
が
小
学

校
修
了
前
ま
で
に
拡
大
さ
れ
、
そ
れ

に
伴
う
必
要
な
手
当
額
を
措
置
す
る

も
の
で
す
。

元
気
で
活
力
あ
る
産
地
に

元
気
で
活
力
あ
る
産
地
に

　

農
業
振
興
に
つ
い
て
は
、
自
然
環

境
の
保
全
と
資
源
リ
サ
イ
ク
ル
を
推

進
す
る
た
め
、
農
業
用
廃
プ
ラ
ス

チ
ッ
ク
の
適
正
処
理
を
支
援
し
ま

す
。

　

林
業
振
興
に
つ
い
て
は
、
し
い
た

け
生
産
量
の
増
大
お
よ
び
高
品
質
化

を
進
め
る
た
め
、
生
産
設
備
の
整
備

を
助
成
し
、
元
気
で
活
力
あ
る
し

い
た
け
生
産
地
の
構
築
を
支
援
し
ま

す
。

衛 生 費

○ より対策を強化するため麻しん風しん混合ワクチ
ンによる２回接種制度が導入されたため経費を追
加します。　　　　　　　　　　　　　  675 万円

農林水産業費

○ 農家の農業用廃プラスチックの適正な処理を行
い、地球温暖化防止および自然、生活環境の保全
に努めます。　　　　　　　　　　　  　120 万円

○ しいたけ生産量の増大および高品質化を進めると
ともに、大洲産しいたけのブランド化を図るため、
しいたけ生産設備の整備費を助成します。

81 万円

総 務 費

○ 庁舎内禁煙のため屋外に喫煙所を設置します。
220 万円

○ 大洲農業高等学校、大洲高等学校肱川分校へ教育
振興のため補助金を交付します。　　　  276 万円
○ 阿蔵高山用地取得のため、土地取得造成特別会計
へ繰り出します。　　　　　　　　　　  944 万円

民 生 費

○ 障害者に提供する小規模多機能ケア施設（やすら
ぎの場）の整備を支援します。　　　　 180 万円
○ 児童手当の給付対象が小学校修了前までに拡大さ
れたことによる手当額を追加します。    7,100 万円

９月定例市議会開催９月定例市議会開催
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9 月議会

懸
案
事
項
の
解
決
に
向
け
て

懸
案
事
項
の
解
決
に
向
け
て

　

大
洲
市
土
地
開
発
公
社
が
所
有
す

る
阿
蔵
高
山
用
地
に
つ
い
て
は
、
大

洲
市
の
将
来
発
展
に
対
応
す
る
た

め
、
昭
和
61
年
度
か
ら
63
年
度
に
か

け
て
取
得
し
ま
し
た
が
、
当
初
計
画

が
白
紙
と
な
り
、
そ
の
後
の
ウ
エ
ル

ネ
ス
パ
ー
ク
構
想
や
学
園
都
市
構
想

な
ど
検
討
を
し
ま
し
た
が
、
事
業
化

に
は
い
た
ら
ず
、
長
期
保
有
し
た
ま

ま
と
な
っ
て
い
ま
し
た
。

　

開
発
に
あ
た
っ
て
は
、
用
地
造
成

や
道
路
等
の
基
盤
整
備
に
多
額
の
予

算
が
必
要
で
あ
り
、
厳
し
い
財
政
環

境
下
に
あ
る
現
状
や
長
期
的
視
点
で

の
見
通
し
な
ど
総
合
的
に
勘
案
す
る

と
、
起
債
優
遇
な
ど
国
の
支
援
制
度

を
利
用
し
、
い
っ
た
ん
同
用
地
を
市

が
全
て
買
い
取
る
こ
と
に
よ
り
簿
価

上
昇
を
抑
え
、
土
地
利
用
に
つ
い
て

は
、
段
階
的
に
検
討
し
て
い
く
こ
と

が
最
善
と
判
断
し
た
た
め
、
大
洲
市

土
地
開
発
公
社
経
営
健
全
化
計
画
を

策
定
し
、
こ
の
た
び
県
知
事
に
認
め

ら
れ
、
６
月
30
日
付
け
で
国
の
優
遇

措
置
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う

に
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
同
用
地
約
37
ヘ

ク
タ
ー
ル
お
よ
び
進
入
道
路
用
地
の

一
部
を
取
得
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し

た
。自

主
防
災
組
織
の
活
動
支
援

自
主
防
災
組
織
の
活
動
支
援

　

原
則
と
し
て
公
民
館
単
位
で
の
今

年
度
中
の
結
成
を
目
指
し
て
お
り
、

そ
の
支
援
と
し
て
、
ヘ
ル
メ
ッ
ト
等

の
貸
与
資
機
材
を
購
入
し
ま
す
。

子
ど
も
の
安
全
と
施
設
充
実
に

子
ど
も
の
安
全
と
施
設
充
実
に

向
け
て

向
け
て

　

登
下
校
時
の
安
全
確
保
対
策
と
し

て
、
不
審
者
情
報
を
保
護
者
等
に

メ
ー
ル
配
信
す
る
シ
ス
テ
ム
を
導
入

す
る
と
と
も
に
、
大
洲
市
公
式
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
に
も
不
審
者
情
報
を
掲
載

す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

　

図
書
館
の
建
設
に
つ
い
て
は
、「
図

書
館
建
設
検
討
委
員
会
」
を
設
け
、

新
し
い
図
書
館
の
建
設
場
所
や
規
模

な
ど
の
基
本
計
画
が
来
年
度
に
は
策

定
で
き
る
よ
う
進
め
て
い
き
ま
す
。

財
政
の
健
全
化
を
目
指
し
て

財
政
の
健
全
化
を
目
指
し
て

　

実
質
公
債
費
比
率
は
、
財
政
負
担

の
程
度
を
客
観
的
に
示
す
指
標
で
、

こ
の
指
数
が
18
％
を
超
え
る
と
地
方

債
発
行
に
は
許
可
が
必
要
と
な
り
、

25
％
を
超
え
る
と
一
部
の
起
債
発
行

が
制
限
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま

す
。
当
市
で
は
、
18
％
を
超
え
許

可
団
体
と
な
っ
て
い
ま
す
の
で
、
今

後
、
毎
年
変
化
す
る
財
政
環
境
に
合

わ
せ
て
、
随
時
見
直
し
な
が
ら
新
市

の
ま
ち
づ
く
り
に
必
要
な
起
債
発
行

と
次
世
代
負
担
と
の
バ
ラ
ン
ス
に
考

慮
し
た
財
政
運
営
を
図
る
こ
と
に
し

て
い
ま
す
。
こ
の
こ
と
に
よ
り
、
平

成
24
年
度
に
は
、
実
質
公
債
費
比
率

を
18
％
未
満
に
し
た
い
と
考
え
て
い

ま
す
。

補
正
予
算
の
概
要

補
正
予
算
の
概
要

　

一
般
会
計
補
正
予
算
の
補
正
額

は
、
４
億
３
，
５
０
２
万
５
千

円
で
す
。
こ
れ
に
よ
り
本
年
度

の
予
算
総
額
は
、
２
４
５
億
７
，

６
６
８
万
３
千
円
で
、
前
年
度
同
期

比
２
・
０
％
減
と
な
っ
て
い
ま
す
。

人
事
案
件

人
事
案
件

　

人
事
案
件
に
つ
い
て
、
議
会
の
同

意
を
受
け
た
人
は
、
次
の
と
お
り
で

す
。（
敬
称
略
）

公
平
委
員
会
委
員

　

市
川
武
志
【
松
山
市
】（
新
任
）

人
権
擁
護
委
員

　

上
野
マ
リ
ヱ
【
大
洲
】（
再
任
）

土 木 費

○ 阿蔵高山用地の道路部分（980 ｍ）を５ヵ年計画
で取得するうちの今年度分（190 ｍ）を取得します。

１億 5,000 万円
○ 県道大洲長浜線改良に伴う、仁久・長浜地区の下
排水路を整備します。　　　　　　　  2,000 万円

○市内４ヵ所のがけ崩れ防災対策を行います。　　
400 万円

○市内公園の遊具を補修します。　　　  　144 万円

消 防 費

○ 防火水槽やホース乾燥塔などの消防施設を整備し
ます。　　　　　　　　　　　　　　　  422 万円

○ 平成 18 年度に結成予定の 19 自主防災組織へ資機
材を貸与します。　　　　　　　　　　  114 万円

教 育 費

○ 不審者情報を保護者等の携帯電話にメール配信す
るシステムを導入します。　　　　　　 　５万円
○ 小学校３校と中学校１校で、我が国の伝統文化を
尊重する教育に関する実践研究を行います。

67 万円
○平成 19 年１月７日（日）、成人式を開催します。

200 万円
○図書館建設に向けて検討委員会を設置します。　

37 万円

災 害 復 旧 費

○ 今年７月の梅雨前線豪雨災害の復旧工事を行いま
す。　　　　　　　　　　　　　　　  4,423 万円
○市内２か所の林道の復旧工事を行います。

3,517 万円
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人事行政の運営等の状況

（１）職員の採用・退職等の状況（H17.4.2 ～ H18.4.1）

職 　種 退　　職 採 　用定年退職 勧奨退職 その他 計

事 務 職 6 1 2 人9 人
 

技 　 師 3 1 4
保 育 士 2 1 2 5
保 健 師・ 助 産 師 1 1 1
技 能 労 務 者 1 1
幼 稚 園 教 諭 1 1
医 　 師 3 3 4
看 護 師 1 2 7 10 2
医 療 技 術 1 1 2

計 13 7 15 35 9

（２）職層別構成（H18.4.1 現在）
職　　種 職員数（人）

事 務 職 416
技 師 42
保 育 士 93
栄 養 士 7
保健師・助産師 30
施 設 指 導 員 22
寮 母 11
教 育 公 務 員 23
技 能 労 務 職 59
医 師 16
看 護 師 108
薬 剤 師 等 27

計 854

（３）昇任及び降任の状況（H17.4.2 ～ H18.4.1）
職　　名 昇任・昇格人数 降任人数

部 長 3
副 部 長 2
課 長 4
主 幹 1
課 長 補 佐 4 1
主 任 専 門 員  
専 門 員 5
係 長 2
総 括 主 査 等  
主 査 17
主 事 等 14

計 52 1

（4）部門別職員数の状況と主な増減理由（平成 18.4.1 現在）
職員数

対前年増減数 主な増減理由
平成 17年度 平成 18年度

一　

般　

行　

政　

部　

門

議　会 8 ７ △ 1 事務の統廃合による減

総　務 112 110 △ 2 事務の統廃合による減

税　務 29 29

民　生 232 227 △ 5 事務の統廃合による減、
欠員不補充

衛　生 34 30 △ 4 事務の統廃合による減、
欠員不補充

労　働 0 0

農　水 47 44 △ 3 事務の統廃合による減

商　工 12 12

土　木 74 71 △ 3 事務の統廃合による減

小　計 548 530 △ 18
政
部
門

特
別
行

教　育 111 107 △ 4 事務の統廃合による減

小　計 111 107 △ 4

会

計

部

門

公

営

企

業

等

病　院 173 169 △ 4 欠員不補充

水　道 19 18 △ 1 事務の統廃合による減

下水道 6 7 １ 欠員補充

その他 23 23

小　計 221 217 △ 4

合　計 880 854 △ 26

（注） 職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者・
派遣職員などを含み、臨時または非常勤職員を除いています。

（１）人件費の状況（普通会計決算）

区分
住民基本台帳
人口

（18.3.31）
歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 人件費率

（Ｂ／Ａ）
（参考）
平成16年度
人件費率

平成17年度 51,518 人 241億 5,574 万円 10億 1,418 万円 53億 1,958 万円 22.0％ 19.5

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

区分 職員数
Ａ

給　　与　　費 1人当たり給与費
（Ｂ／Ａ）給料 職員手当 期末勤勉手当 計　Ｂ

平成18年度 636 人 23億 851 万円 3億 402 万円 9億 4,253 万円 35億 5,506 万円 559 万円

（注）１　職員手当には、退職手当を含みません。
　　 ２　給与費は、9月補正後の予算に計上された額です。

（３）職員の平均給料月額、平均給与月額及び平均年齢の状況（H18.4.1 現在）

区分
一般行政職 技能労務職

平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

大洲市 312,785 円 362,911 円 41.7 歳 274,452 円 291,250 円 47.0 歳

国 328,477 円 ― 40.4 歳 286,500 円 ― 48.4 歳

（４）職員の初任給の状況（H18.4.1 現在）

区　分
大　洲　市 国

初任給 採用2年経過日
給　料　額 初任給 採用2年経過日

給　料　額

一　般
行政職

大学卒 170,200 円 182,200 円 170,200 円 178,600 円

高校卒 138,400 円 146,700 円 138,400 円 144,100 円

（注）初任給は、試験の結果に基づいて採用された場合の額です。

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（H18.4.1 現在）

区分 経験年数 10年 経験年数 15年 経験年数 20年

一般行政職
大学卒 257,760 円 295,500 円 349,975 円

高校卒 200,000 円 256,383 円 295,500 円

技能労務職
高校卒 ̶ ̶ ̶

中学卒 ̶ 203,600 円 237,750 円

（注） 経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の
年数です。

（６）一般行政職の級別職員数の状況（H18.4.1 現在）

区分 1級 ２級 ３級 4級 ５級 ６級 ７級 計

標準的な
職務内容

主　事
技　師
主事補

主　事
技　師

係　長
総括主査
主　査

専門員 課長補佐
主任専門員 課　長 部　長

副部長

職員数 72人 17人 141 人 40人 81人 51人 13人 415 人

構成比 17.4％ 4.1％ 34.0％ 9.6% 19.5％ 12.3％ 3.1％ 100%

（注）１　大洲市の給与条件に基づく給料表の級区分による職員数です。
　　 ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

大洲市の人事行政の運営等の状況（平成１7年度）

大洲市の人事行政の運営等の状況を次のとおりお知らせします。
１　職員の任免及び職員数の状況
２　職員の給与の状況
３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況
４　職員の分限・懲戒処分の状況
５　職員の服務の状況

 ６　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
 ７　職員の福祉及び利益の保護状況
 ８　勤務条件に関する措置の要求の状況
 ９　不利益処分に関する不服申立ての状況
10　職員からの苦情の処理の状況

１　職員の任免及び職員数の状況２　職員の給与の状況

※ 職員の職種は一般行政職、税務職、医療職、看護・保健職、福祉

職、企業職、技能労務職に分類されます。
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人事行政の運営等の状況

（８）昇給期間短縮の状況
区　　　分 全職種

17年度

職 員 数 　 　 　 　 　 　 Ａ 879人

普通昇給期間（12 ～ 24 月）を短縮して
昇 給 し た 職 員 数　　　　 Ｂ 0人

比　　率　　　　　　　　　　　　　 Ｂ／Ａ ０％

（９）職員手当の状況
区　分 大洲市 国

期末手当

勤勉手当

1人当たりの平均支給額（17 年度）
１，４４１千円 ̶

　（17年度支給割合）
　　　期末手当　　　勤勉手当
　　　 3.0 月分　　 1.45 月分
　　（1.6）月分　 （0.75）月分

　（17年度支給割合）
　　　期末手当　　　勤勉手当
　　　 3.0 月分　　 1.45 月分
　　（1.6）月分　 （0.75）月分

　（加算措置の状況）
　役職加算　　5～ 15％
　 
　 職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

　（加算措置の状況）
　役職加算　　5～ 20％
　管理職加算　10～ 25%
　 職制上の段階、職務の級等によ
る加算措置

（注）　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

区　分 大洲市 国

退職手当
（平成 18年４
月 1日現在）

（支給率）　  自己都合　　勧奨・定年

勤続 20年　23.50 月分　  30.55 月分
勤続 25年　33.50 月分　  41.34 月分
勤続 35年　47.50 月分　  59.28 月分
最高限度額　59.28 月分　  59.28 月分

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2～ 20％）
1人当たり平均支給額　14,836 千円

（支給率）　  自己都合　　勧奨・定年

勤続 20年　23.50 月分　  30.55 月分
勤続 25年　33.50 月分　  41.34 月分
勤続 35年　47.50 月分　  59.28 月分
最高限度額　59.28 月分　  59.28 月分

その他の加算措置
定年前早期退職特例措置（2～ 20％）

（注） 退職手当の 1人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支
給された平均額です。

区　分 内　　容 国の制度
との異同 国の制度と異なる内容

扶養手当

配偶者 13,000 円、扶養親族 2人
目まで6,000円、その他5,000円、
配偶者のない職員の扶養親族1人
目 11,000 円、扶養親族でない配
偶者を有する職員の扶養親族1人
目 6,500 円。一定の年齢の扶養
親族 1人につき 5,000 円を加算。

同

住居手当

借家居住者･･･家賃と 12,000 円
の差額が 11,000 円に達するま
でその差額を支給（支給限度額
27,000 円）
持家居住者････ 3,500 円

異
持家居住者については、
国が 2,500 円（取得後 5
年間）に対し、年数にか
かわらず 3,500 円を支給

通勤手当

通勤距離片道２ｋｍ以上
　交通機関利用････運賃相当額
　
　交通用具利用
　 ２ｋｍ以上････  2,000 円
　 ５ｋｍ以上････  4,100 円
　10ｋｍ以上････  6,500 円
　15ｋｍ以上････  8,900 円
　20ｋｍ以上････ 11,300 円
　25ｋｍ以上････ 13,700 円
　　　　　　　 ～ 24,500 円

同

（２）主な特別休暇等
種類 休暇の概要、取得の要件等 取得可能日数等

有
給
休
暇

年次
有給
休暇 

１年につき 20 日（前年の繰
越日数の上限 20 日のため、
最高 40日）

病気
休暇

負傷又は疾病のため医師の診断によ
り療養する必要がある場合

・ 公務災害・通勤災害の場合
は必要と認められる期間

・ 結核性疾患については１年、
その他の負傷又は疾病につ
いては 90日を超えない範囲
内で必要と認められる期間

特別
休暇

選挙権の行使、結婚、出産、交通機
関の事故その他の特別の事由により
職員が勤務しないことが相当である
場合
　主な休暇
　　公民権の行使、産前休暇、産後
　　休暇、忌引、結婚休暇、夏季休
　　暇など

公民権の行使：必要と認められる期間
産前休暇： ８週間以内に出産

する予定の女性職
員が申し出た場合
に出産の日まで

産後休暇：出産後８週間
忌引：父母の場合７日など
結婚休暇：連続する５日
夏季休暇：３日

無
給
休
暇

介護
休暇

負傷、疾病又は老齢により、２週間
以上にわたり日常生活を営むのに支
障があるものの介護をする場合

介護を必要とする一の継続す
る状態ごとに、連続する６月
の期間内

（３）一般職員の年次有給休暇の取得状況
総付与日数

A　
総取得日数

B　
全対象職員数

C　
平均取得日数

B/C　
消化率

B/A　

日　
20,748

日　
3,006

人　
555

日　
5.4

％　
14.5

（注）対象職員数は教育委員会・病院等に勤務する職員を除いています。

（４）育児休業及び部分休業の取得者数
育児休業取得者数 部分休業取得者数

人　
19

人　
0

19 0

※ 上段は、平成 17 年度に新たに育児休業を取得した
者、下段は、平成 16年度から引続いている者の数

（１）分限処分者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

処分事由
処分の種類

降任 免職 休職 降給 失職

勤 務 実 績 が
良 く な い 場 合

地 公 法 第 28 条
第 1 項 第 1 号

心身の故障の場合
地 公 法 第 28 条
第 1 項 第 2 号
第 2 項 第 1 号

1

必要な適格性を
欠 く 場 合

地 公 法 第 28 条
第 1 項 第 3 号  

職 制・ 定 数 の 改
廃、 予 算 の 減 少
に よ り 廃 職・ 過
員を生じた場合

地 公 法 第 28 条
第 1 項 第 4 号

刑事事件に関し
起訴された場合

地 公 法 第 28 条
第 2 項 第 2 号

地公法第 28条第 4項により失職した者

（２）懲戒処分者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

処分事由
処分の種類

戒告 減給 停職 免職 訓告等

法 令 に 違 反
し た 場 合

地 公 法 第 29 条
第 1 項 第 1 号 1 1 3

職務上の義務に
違 反 し 又 は 職
務を怠った場合

地 公 法 第 29 条
第 1 項 第 2 号 2 1

全体の奉仕者たる
ふさわしくない非
行のあった場合

地 公 法 第 29 条
第 1 項 第 3 号  

（７）特別職の報酬等の状況（H18.4.1 現在）

区　分 給料、報酬等の月額

給　

料

市　　　長
助　　　役
収　入　役

847,800 円
657,900 円
576,000 円

報　

酬

議　　　長
副　議　長
議　　　員

447,500 円
363,900 円
340,500 円

期
末
手
当

市　　　長
助　　　役
収　入　役

　（17年度支給割合）
３．３５月分

議　　　長
副　議　長
議　　　員

　（17年度支給割合）
３．３５月分

退
職
手
当

市　　　長
助　　　役
収　入　役

　（算定方式）　　　　　　　　　　　　　　（支給時期）
　給料月額×在職月数× 100分の 46　　任期毎に支給
　給料月額×在職月数× 100分の 27　　任期毎に支給
　給料月額×在職月数× 100分の 24　　任期毎に支給

４　職員の分限・懲戒処分の状況

（１）一般職員の勤務時間の状況（H18.4.1 現在）
１週間の正規
の勤務時間

１日の正規
の勤務時間 始業 終業 休憩時間 休息時間 週休日

40時間 8時間 8:30 17:15 45 分 15分× 2回 土・日曜日

※勤務所によっては、始業、終業、週休日が異なる場合があります。

３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況




